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市川市条例第  号 

市川市ベンチャービジネス等支援資金融資及び利子補給条例の一

部を改正する条例 

市川市ベンチャービジネス等支援資金融資及び利子補給条例（平成１２年条

例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「創業等関連保証」の次に「及び創業関連保証」を加え、「、中小企

業者」を「、創業者及び新規中小企業者」に改める。 

第２条第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 創業者 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号。以下「法」

という。）第２条第３項に規定する創業者並びに産業競争力強化法（平成

２５年法律第９８号）第２条第２３項第１号、第３号及び第５号に掲げる

創業者のうち、新たに市内に事業所を設置して事業を開始するものをいう。 

⑵ 新規中小企業者 産業競争力強化法第２条第１７項に規定する中小企業

者であって同条第２３項第２号、第４号及び第６号に掲げる創業者のうち、

市内に事業所を有するものをいう。 



第２条第３号を削り、同条第４号を同条第３号とし、同条第５号を同条第４

号とし、同条に次の１号を加える。 

⑸ 創業関連保証 産業競争力強化法第１１５条第１項に規定する創業関連

保証をいう。 

第３条第２項第２号を次のように改める。 

⑵ 個人の場合にあっては、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定

める要件を満たすこと。 

ア  ベ ン チ ャ ー ビ ジ ネ ス 等 支 援 資 金 の 融 資 を 受 け よ う と す る 額 が    

１,０００万円を超える場合 ２５歳以上であり、かつ、当該融資を受け

ようとする額から１,０００万円を控除した額以上の額（借入金を有して

いる場合にあっては、当該借入金の額に相当する額を控除した額）の自

己資金を有していること。 

イ  ベ ン チ ャ ー ビ ジ ネ ス 等 支 援 資 金 の 融 資 を 受 け よ う と す る 額 が    

１,０００万円以下である場合 ２５歳以上であること。 

第３条第２項第４号を次のように改める。 

⑷ 次に掲げる融資の区分に応じ、それぞれ次に定める千葉県信用保証協会

（以下「保証協会」という。）の保証を受けることができること。   

ア 第２号アに掲げる場合において個人がベンチャービジネス等支援資金

の融資を受けようとする額から１,０００万円を控除した額に係る当該

融資 創業等関連保証 

イ アに掲げる融資以外の融資 創業関連保証 

 第３条第３項第４号中「創業等関連保証」を「創業関連保証」に改める。 

 第７条第１項ただし書中「１,５００万円」を「２,０００万円」に改め、同

項第１号中「第３条第２項第２号」を「第３条第２項第２号ア」に、「が     

１,５００万円」を「が１,０００万円」に、「１,５００万円）」を「１,０００

万円）に１,０００万円を加算した額」に改め、同項第２号中「第３条第２項第

２号に規定する自己資金の額（その額が１ ,０００万円を超えるときは、   

１,０００万円）」を「１,０００万円」に改め、同項第３号及び同条第２項中  



「１,５００万円」を「２,０００万円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市ベンチャービジネス等支援資金融資及び利子補給条例の規

定は、平成３０年４月１日以後に融資の申請のあった改正後の第２条第３号

に規定するベンチャービジネス等支援資金について適用し、同日前に融資の

申請のあった改正前の第２条第４号に規定するベンチャービジネス等支援資

金については、なお従前の例による。 

 

 



理  由 

 

産業競争力強化法の改正により創業関連保証に係る保証限度額が引き上

げられることを踏まえ、本市のベンチャービジネス等支援資金に係る対象者

の要件及び融資の要件を見直すとともに当該融資の限度額を引き上げる必要

がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 


